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イベント概要 

 

[企業名]  サッポロホールディングス株式会社 

 

[企業 ID]  2501 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会 

 

[イベント名]  2025 年 12 月期 第 1 四半期決算説明会 

 

[決算期]  2025 年度 第 1 四半期 

 

[日程]   2025 年 5 月 14 日 

 

[ページ数]  22 

  

[時間]   9:30 – 10:05 

（合計：35 分、登壇：24 分、質疑応答：11 分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

 

[登壇者]  2 名 

グループ執行役員   佐藤 貴幸（以下、佐藤） 

経営企画部 部長   中村 洋輔（以下、中村） 
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登壇 

 

 

佐藤：  

第 1 四半期の売上収益は 59 億円の増収、事業利益は 29 億円の増益となった。これは主に国内酒

類事業と不動産事業が全体をけん引した結果になる。一方、営業利益については、食品飲料事業の

神州一味噌社の譲渡に関する減損損失の影響もあり、対前年では 3 億円の減益となっている。ま

た、当期利益については、円高による金融損益の為替差損の影響も含まれており、減益となった。 

国内酒類事業については 4 月からの価格改定前の 3 月には駆け込み需要の影響もあり、ビール・

RTD を中心に増収増益となっている。3 月単月のビールの売上数量は、対前年でプラス 40%と市

場を上回った。海外酒類事業については、北米での総需要の減退もあり、第 1 四半期では減収減益

となっている。米国における構造改革は着実に進めており、その効果も出始めているが、今後より

一層スピードを上げて取り組んでいく。 
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本内容は 2 月の決算発表時に公表した内容である。現在はグループを挙げて、2030 年に向けた酒

類事業を中心とした成長戦略を含めて中期経営計画の検討を開始している。 

また、不動産事業の外部資本導入のキャッシュアロケーションのあり方についても検討しており、

しかるべきタイミングで発表する予定としている。 
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組織体制の変更について、事業持株会社体制への移行は来年の 7 月をめどにということを公表済み

となっている。現在、ガバナンス体制の強化、機能強化を実現するための組織体制への移行という

形で検討を進めているところである。ただし、海外事業のガバナンス体制の強化については、経営

レベルでの意思決定プロセスを強化するために、海外事業の経験豊富な人材を中心とした国際経営

会議を発足し、今期よりスタートしている。 

不動産事業の外部資本導入については、現在プロセス進行中であるため、状況に関するコメントは

差し控えるが、年内をめどに結論を出すことについては、現在スケジュール等を含めて順調に進捗

している状況となっている。 
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第 1 四半期の売上収益は対前年 5.2%増の 1,187 億円となった。事業利益についても対前年プラス

29 億円改善で、マイナス 9 億円となっている。好調な国内酒類が 3 月の駆け込み需要も含めて大

きく増収増益となり、全体をけん引した。当期利益については、事業ポートフォリオの見直しに伴

う減損損失や為替差損もあり、対前年で減益となっている。 
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売上収益については、酒類事業と不動産事業で増収、食品飲料事業では減収となっている。 

酒類事業については、国内でビールおよび RTD が好調に推移した状況に加え、価格改定前の 3 月

のかけ込み需要の影響も重なり、プラス 15.6%の増収となった。一方で海外は減収となったもの

の、酒類事業全体ではプラス 9.1%の増収を達成した。 

食品飲料事業については、国内は昨年の植物性ヨーグルト事業の売却の影響もあり、対前年でマイ

ナス 7.5%の減収となった。海外については、マレーシアの工場の製造トラブルによる出荷減の影

響と、収益性改善に向けた販促費のコントロールにより売上が減少。事業全体では 8.4%の減収と

なっている。 

不動産事業については、恵比寿ガーデンプレイスのオフィスタワーが好調に推移しており、札幌の

ファクトリーやホテルといった事業も好調だった。この結果、対前年で 15.2%の増収を記録した。 

事業利益については、売上収益同様、酒類事業全体と不動産事業で増益となっているのに加え、食

品飲料事業においても減収ながら利益は改善している。連結合計では、昨年のマイナス 38 億円か

らマイナス 9 億円へと、29 億円の利益改善を実現した。 
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酒類事業では 74 億円の増収となった。そのうち国内酒類では 87 億円の増収を達成している。注

力しているビールについては、かけ込み需要の影響も含めて 63 億円の増収、数量ベースでは 19%

増と好調となっている。また、発泡酒についても対前年でプラス 1 億円となっている。RTD につ

いても大きく伸長しており、25 億円の増収効果をもたらした。海外酒類については、外貨建てで

は 13 億円の減収となった。数量ベースでは、サッポロブランドでは 10%増と堅調に推移している

が、スリーマンと海外ブランドは市況の影響をかなり受け、マイナス 9%となっている。外食は 2

億円の増収を記録。既存店ベースでは客単価の上昇もあり、1 月から 3 月の全ての月において前年

を上回る実績となっている。 

食品飲料事業は、マイナス 22 億円で減収となった。国内では、昨年の植物性ヨーグルト事業の売

却の影響もあり 15 億円の減収となっている。レモン食品、レモン飲料については引き続き好調

で、増収を維持。一方で、清涼飲料水については自動販売機の台数減少、スープについては昨年の

リニューアルによる売上増の反動等があり、この第 1 四半期では減収となった。海外飲料について

は、マレーシア工場の製造トラブルによる出荷減で売上が減少。中東向けの輸出が昨年止まってい

たところが再開し増収効果があったものの、全体では 8 億円の減収となっている。 

不動産事業ではプラスの 8 億円で増収を達成。恵比寿ガーデンプレイス(YGP)のオフィスについて

は、工事区画を除いては 100%の稼働率となっており、増収に貢献している。また、インバウンド

効果もあり、サッポロファクトリーの売上も好調となっている。札幌の昨年リニューアルしたホテ

ルについても 70%程度の稼働率を維持しており、増収を後押ししている。 
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酒類事業全体では 16 億円の増益となった。国内酒類は 23 億円の増益を達成し、その内訳はビー

ルの限界利益増などによるものが 13 億円、RTD 等の増が 10 億円となっている。海外酒類につい

ては 7 億円の減益となった。カナダについては市況悪化が続いている影響による数量減とマーケテ

ィングコストの増により 5 億円の減益。米国についても、経済の先行き不透明感から来る総需要の

減の影響もあり、減収となっている。サッポロブランドについては、昨年 12 月に売上が集中した

固有の状況があり、第 1 四半期、特に 1～2 月は出荷が減少した。しかし、市場での流通量は前年

対比でも増加傾向にあり、新たなチェーンとの取引も獲得しているため、今後サッポロブランドの

成長を見込んでいる。米国の事業利益については、構造改革の効果は下半期に大きく発現する見込

みだが、着実に進めており、ある程度吸収した結果、1 億円の減益にとどまった。外食について

は、コスト増加があったものの、メニュー改定等の対応により前年並みの利益水準を維持してい

る。 

食品飲料事業合計では 1 億円の増益となり、減収ながらも増益を実現した。国内は前年並みの実績

で、構造改革による減収はあったものの、レモン事業は好調を継続し、原価高も吸収して前年並み

の利益を確保。海外については 1 億円の増益となった。製造トラブルによる出荷減等で売上は減少

したが、収益性向上のためマーケティング経費のコントロールを強化し、減収増益という結果にな

っている。 

不動産事業については、5 億円の増益となり、増収効果がそのまま利益増に貢献した。 
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全社費用については、昨年の IT 機器入れ替えによる一時的費用の反動もあり、7 億円の利益改善

効果をもたらしている。 
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中期経営計画 2023-26 のアクションプランの一覧について、表中には「完了」と記載されている

箇所がいくつかあり、これらは既に取り組みとして完了した項目である。一方で、抜本的な構造改

革など、新たに追加したアクションプランも存在している。中期経営計画で掲げたアクションプラ

ンについては、適宜更新、見直しを行いながら目標達成に向けて戦略を積み重ねていく方針となっ

ている。 

 

 



 
 

 

11 
 

 

国内酒類事業について、第 1 四半期はかけ込み需要の影響もあったが、ビール類の総需要プラス

13%と推定されるなか、当社はプラス 15%と市場を上回っている。ビールについても、総需要プラ

ス 15%に対してプラス 19%、ビール缶も総需要プラス 19%に対してプラス 24%と、いずれも総需

要を上回る実績となった。 

ビール構成比については 77%で、昨年の通期の結果を若干下回っているものの、3 月のかけ込み需

要のタイミングで低価格商品に一定程度需要が流れたことも要因と考えられる。全体的にはビール

回帰の傾向は継続するとの見方を示し、引き続き収益性の高いビール構成比を高めていくことに注

力していく方針となっている。 

恵比寿ガーデンプレイス内の YEBISU BREWERY TOKYO は 4 月に開業 1 年を迎え、来場者数は 1

年間で 30 万人を超えた。その 6 割が 20 から 30 代のお客様となっており、ヱビスブランドの新し

い層へのアプローチにも寄与している。 

また、RTD の強化も進めており、中計を起点とした 2022 年比ではプラス 61%まで伸長してい

る。第 1 四半期はかけ込み需要の影響も一部あるとみられるが、特に「濃いめ」ブランドについて

は引き続き好調を維持している。 
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海外酒類事業について、カナダのビール市場においては、消費税の減税により一時的に回復した面

はあるものの、第 1 四半期全体では前年に引き続き総需要が前年を下回っている。販売数量が減少

するなかでも、カナダにおいては今後に向けたノンアルコール分野へのチャレンジも行っており、

マーケティング投資を継続している。このような状況での減益となっている。 

アメリカについては、経済の先行き不透明感もあり、全体的に総需要が減退し、減収となった。そ

のようななか、米国事業では構造改革を行い、早急な収益改善を目指しており、物流・生産の最適

化にも着手している。成果については年度後半からの発現を見込んでいる。 

ベトナムについては、ビール市場全体としては前年割れとなるなかでも、旧正月の商戦も含めて好

調に推移している。 

その他のエリアについても、韓国、中国と順調に売上を拡大していることに加え、カールスバーグ

社との協業エリアでも、樽生の取扱店の増加と取り組みを強化している。これらの成果により、北

米以外のエリアでのサッポロブランドは、前年比プラス 27%と大きく成長している。 

外食については、引き続き既存店ベースでも増収を実現し、サッポロ、ヱビス両ブランドの顧客体

験価値の向上に取り組んでいる。 
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食品飲料事業の状況について。国内食品飲料については、コスト構造改革について昨年までで一部

完了しているものの、新たな取り組みとして継続している。本第 1 四半期については、販促施策等

の影響で一時的な変動販売費の単価増も見られたが、通年ではコスト構造改革の成果を拡大させて

いく方針となっている。事業構造改革については、この第 1 四半期で神州一味噌社の他社への譲渡

を意思決定した。より酒類事業とのシナジーを意識した事業ポートフォリオへの変革を進めてい

る。また、5 月 13 日に発表されたが、ポッカサッポロの清涼飲料水工場である群馬飲料工場の売

却を意思決定した。これは過去数年間進めてきた SKU 削減の方針もあり、稼働率向上のための売

上拡大を目指すのではなく、より強みのある商品にリソースを集中させることで収益性向上を図る

戦略の一環である。この結果、缶・ペットボトルの飲料水については外部製造委託に切り替えて引

き続き自社ブランドを販売していく形となる。一方、キレートレモン等の瓶製品については、引き

続き自社工場での生産を継続する。 

海外飲料については、中東向けの輸出が昨年 8 月に再開し、今期の増収効果となっている。一方

で、マレーシア工場での生産トラブルによる出荷減少の影響があり、シンガポール、マレーシアで

は減収となった。このような状況ではあるものの、収益性向上に向けての販促費のコントロールも

行いながら、事業利益では前年に対して改善を実現している。 
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不動産事業について、恵比寿ガーデンプレイス(YGP)については空調工事を継続しているものの、

工事区画を除いてほぼ稼働率 100%で運営できている。また昨年、YGP 開業 30 周年を迎え、これ

を機にブランドコンセプトを刷新し、スタートアップ企業などの新規入居も促進しながら、街の活

性化にも貢献している。札幌においても、創成イーストエリアを中心に昨年実施したホテルのリニ

ューアルオープンやオフィスビルの開業により、エリアの活性化に寄与している状況となってい

る。 
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アクションプランの KPI について説明する。 

国内酒類のビール強化・ビール類利益率改善の指標については、2026 年の目標達成に向けて順調

に推移していると評価している。来年秋の酒税改正を大きなチャンスと捉え、さらなる売上・利益

の拡大に向けて取り組みを強化していく方針となっている。RTD 事業の成長については、2026 年

に高い目標を掲げており、まだ差はあるものの、第 1 四半期は「濃いめ」ブランドを中心に大きく

成長させることができた。引き続き、さらなる成長のための施策を展開していく。海外酒類のサッ

ポロブランドの成長については着実に進捗している。コストシナジーについては目標を変更した

が、現目標に対しては確実に取り組んでいく考えとなっている。また、本年から取り組んでいるコ

スト構造改革については、市況悪化によりトップラインが厳しくなってきていることから、さらに

スピードを上げて取り組んでいく。 

食品飲料事業については、国内のコスト構造改革について昨年で一区切りをつけたが、新たな取り

組みも開始している。海外飲料の売上拡大については、今期はマイナスのスタートとなっている

が、まず製造体制も含めてしっかりと確立したうえで、成長ステージに乗せていきたいと考えてい

る。 

 

 

 



 
 

 

16 
 

質疑応答 

 

＜国内酒類事業＞ 

Ｑ１ 4 月以降、他社の新商品発売が増えているが、御社のビール販売への影響と今後の懸念点

は？ 

Ａ１ 4 月は価格改定前のかけ込み需要の反動で前年対比約 70%だったが、3 月・4 月の 2 カ月累

計では想定より良好に推移している。黒ラベルに加え、ヱビスの取り組みも効果を上げており、順

調と考えている。他社新商品の影響は発売当初に多少あったが、その後大きな影響はなく、自社の

施策で対応できている。懸念点としては、市場全体の経済環境や消費者行動の冷え込みが出てくる

可能性はあり、今後注視していく必要がある。 

 

Ｑ２ 値上げによるカテゴリー別の影響について教えて欲しい。 

Ａ２ 3 月のかけ込み需要時には想定より発泡酒（含む発泡酒②）への需要シフトが見られ、低価

格志向の動きが感じられた。しかし 4 月、5 月の状況を見ても大きな流れの変化はなく、酒税改定

も含めたビール回帰の流れは変わらないと見ている。各社もビールジャンルで競争を強化している

が、当社も引き続き黒ラベル、ヱビスを中心にビールに注力する方針に変更はない。 

 

＜海外酒類事業＞ 

Ｑ３ 米国の関税影響（缶材・麦芽等）の金額規模と第 2 四半期以降の見通しは？ 

Ａ３ カナダと米国それぞれで影響が予想される。両国間の国境を越えた缶やアルミの仕入れがあ

るため、サプライヤーからの値上げタイミングは不明だが、コスト削減策を講じても、現在の情勢

を踏まえた見通しとしてカナダで約 4 億円、米国で約 3 億円程度の影響が試算されている。これに

加え、両国の消費マインドへの影響も注視している。 

 

Ｑ４ 関税影響は価格転嫁で対応するのか？ 
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Ａ４ 価格転嫁も選択肢だが、他社の動向を見ながら判断する必要がある。関税のかからない仕入

れルートの検討も行うが、いずれにしても一定の影響は避けられないため、市場状況を見ながら判

断していく。 


